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消費者信用の発展と規制の方向
矢　島　保　男
1．消費者信用全体の傾向
　一口に消費者后用といっても，その種類がきわめて多様化していることは周
知のことであろう。すなわちユーザーである消費者が購入する対象が，財貨や
サービスであるか，貨幣であるかによって，マーチャンダイズ・クレジヅト
（merchandise　credit）とマネー・クレジット（money　credit）に二分され
るが，かかる信用を供与する機関についてみると，元来マーチャンダイズ・ク
レジットに従事していたものがマネー・クレジットをやりだしたり，また本来
マネー・クレジットをやっていたものがマーチャンダイズ・クレジットにも関
係するようになったりして，消費者信用業界全体がきわめて複雑になってきて
いる。たとえば割賦斡旋業とLてチケット（現在ではカード）販売をやってい
た信販会杜は，いまや加盟店からの割賦債権買取りということに重点を置くよ
うになってきたし，また銀行等金融機関も消費者ローンとともに，信販会杜や
メーカー系列の月賦販売会杜に対し，割賦債権担保の融資を相当やるようにな
ってきた。またさらに各機関が供与する信用の形態自体も多様化し，消費老一
般に，いずれを利用するのが有利であるかを容易に理解できなくさせているこ
とも事実である。
　しかし消費着信用全体をみると，そこには伸び率がきわめて大きいものと，
そうでないものとがある。消費者信用に関して，その傾向を統計的に把握する
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（日本割賦協会「ユ978年消費者信用統計」より作成）
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ことは，これまで不可能に近いほど困難であっれ全体的な調査が年々行なわ
れてきていないし，また業界毎の部分的資料はあっても，それを全体的にまと
めることは容易にできなかったからである。だが昨年目本割賦協会が，ときに
は推計値ではあるが，わが国消費者信用全体の統計を作成したので，これを利
用した表1をみよう。ω各信用の年問供与額を昭和47年を基準にして52年をみ
ると次のことがわかる。
　（1）消費者信用の伸びは，全体では2．4倍であるが，マネー・クレジットは
　　4．3倍，マーチャンダイズ・クレジットは2，2倍である。
　（2）マネー・クレジットでは金融機関の非提携ローンの伸びが犬きく，提携
　　ローンの伸びは小さい（非賦払方式として取扱っているのは郵便局と質屋
　　で，また貸金業者はいわゆるサラ金業であるが，ここでは問題にしない）。
　（3）マーチャンダイズ・クレジットでは，銀行系クレジットカードと専門機
　　関媒介方式である信販会杜やチケット団体の信用の伸びが大きく，独立方
　　式（月賦百貨店が中心）や系列方式（自動軍，家電製品等が中心）は，信
　　用供与の絶対額は大きいが，その伸び率は低い。
　さて，何故に上記のような現象が起ったのか。その原因の一つは，家電製晶
や自動車等の耐久消費財が十分に普及し，その需要は買替えに待たなければな
らない段階に入づたということにある。かかる財貨の購買と密接な関係をもっ
ている金融機関の提携ローソや系列方式や独立方式の割賦販売の伸びが低いの
はこのためである。だがわれわれが一層注目しなければならない理由としそ，
個人所得が増大したという事実をあげなければならない。53年版r国民生活白
書」によれば，国民1人当りの所得（昭和51年）は122万円で，米国のそれの
約65％に達しているし，r昭和53年貯蓄に関する世論調査」（日銀貯蓄増強中央
委員会）によると，1世帯当りの年問収入額は328万円，貯蓄額は396万円に
もなっているo
　このように家計にゆとりが出てきたので，たとえ買替え需要が起ったとして
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も現金で買って，割賦販売や提携ローンを余り利用しなくなったわけである。
しかも家計にゆとりが出てきたことが，銀行系クレジットカードやカードで割
賦を斡旋する信販会杜やチケット団体による信用の伸びが大きいことや，金融
機関の非提携ローンの伸びが大きいことに関係しているのである。家計のゆと
りが大きくなると，支出を長期にわたって計画的にすることができる。すなわ
ち1ヵ月毎ではなく，1年のうち，いつ何を買うかとか，いつ旅行にゆくかと
いうようにである。従って消費者信用の方も，このような消費者の支出計画に
マヅチするものが望まれてくるが，たとえぱ銀行系クレジヅトカードのやり方
は，消費者のかかる志向にきわめて適合している。すなわちたとえ一定の限度
（月30万円，1回10万円など）はあるにせよ，そこまでならいつでも利用でき
るのであるから，支出計画のたかにそれを組み入れることが可能であるし，キャ
ッシュイソグサービスやメールローンなども利用できるので，支出の弾力性を
非常に大きくさせているからである。また昨年（昭和53年）から多くの銀行が
やり出した新型のカード目一ソも同様なことがいえる。すなわちこれは1顧客に
キャヅシュカードを渡しておき，50万円迄ならば，いつでも営業店にある現金
自動引出機にカードを挿入させて現金を引出させるのであり，しかも返済はい
つでもよく（たとえば契約期間の3年のうちならよい），また一部を返済すれ
ば，限度である50万円までなら，いつでも借りられるというリボルビング（回
転式）になっているのであり，借手に支出の計画性と弾力性を大いに与えてい
るのである。｛2，
　このように今や消費者信用の主流は，一つ一つの商品販売に信用を供与する
というような形式のものよりは，もっと汎用型のもので，しかもその多くがカ
ードを媒体とするものに変化してきているのである。そしてカードを媒体とす
るものが伸びたのは，カードの利用によって消費者信用のメカニズムをシステ
ム化することが可能だからであり，またカードの第三の通貨としての重要性を
一般夫衆が認めるようになったからである。
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　しかし汎用型になっただけに，こんご顧客に対する信用調査が一段と重要な
ものになったといえる。しかもこれまでのように事前（信用供与前）の調査だ
げではなく，事後（信用供与後）の情報収集がきわめて重要なものになってき
た。ことに今後の消費者信用は，既述した銀行のカードローンにみられたよう
に，回転式のものが次第に多く底ってくると思われるが，それだげに顧客が信
用をどのように使っているのかが直ちにわかり，Lかもその信用隈度がチェッ
クできるような情報収集システムの確立が必要となったのである。
2．信用に対する法的規制
　“）0ECDの勧告
　従来より消費者信用に関する法的規制は，いずれの国でもr消費老向け」
（ConSumerOriented）のものである。わが国における消費者信用に関する法
偉の中心である割賦販売法にも，消費者保護という観点に立った多くの条項が
みられる。もっともこの法律が昭和36年に制定された当時は，いずれかといえ
ば取引秩序法的性格が強かったが，47年の大改正によって消費老保護的性格が
大きく加えられ，消費者利益の保護に重要な役割を果すことに恋ったのであっ
たo
　しかし既述してきたように，いまや消費者信用はその形態の多様化とともに，
その額もきわめて大きくなったのであるから〔昭和52年における消費者信用
（住宅金融を除く）の年閻供与額は98，130億円であり，この年の消費支出は
961，730億円であるから，消費考信用が消費支出の約10．2％をまかなったこと
になる〕，割賦販売を規制する法律だけでは，消費者信用に関する消費者保護
は十分ではないことになった。
　もっとも，この問題はひとりわが国だけのことではない。昭和51年に0ECD
の消費者問題政策委員会第4作業部会が，加盟国に対し消費老信用に関する法
的規制を改めて検討すべきことを勧告したのは・この現われの一つであ私こ
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の勧告のなかで指摘されている重要な点を挙げると次のごとくである。＝劃
　（1）信用契約の一方性　　契約が当事者間の自由意思でむすばれる形式にな
ってばいるが，消費者は信用供与者の利益に合致するように細かく定められた
契約に従うようになっている。たとえぱローンの契約条項のなかに財産に対す
る先取権の条項があったり，信用供与機関が決めた第三老が保証人となる条項
があったりする等々である。
　（2）消費者保護の不備　　現在の法的状況のなかでも相当不備な点がみられ
る。そのなかで一番問題なのは手形の使用である。たとえば割賦販売の場合，
買手であるユーザーが振出した手形（ないし契約書）がディーラーから銀行等
金融嬢関に譲渡されることが多いが，このとき，ユーザーが購入した商品が契
約したものと違った欠陥商品であっても，金融機関への月々の支払いは続けて
いかなげればな＝らなし・o
　（3〕販売条件（ことにコスト）の不明　　消費者信用の形態が多様化し，か
かる市場の構造が著しく変化したので，市場の透明さがなくなり，ユーザーが
迷惑を受けている。ことに信用コストについての明確な表示が必要である。既
述したが消費者信用のなかで銀行等のローンのウエイトが高くなってきたが，
このような信用の発展は必ずしも消費者に利益を与えてはいない。その理由は
次のようたことである。個人ローンのコスト（金利）は割賦販売のそれ（手数
料）にくらべると一般に低い。しかしそれは当然のことである。というのは，
銀行等は相対的に所得水準の高い人たち（それだけリスクの少ない人たち）に
貸すし，またこの人たちから預金を得られるのに対し，割賦販売ディーラーは
その資金を銀行等から借入れたり，銀行等で割賦債権を媒介にした融資を受げ
なげればならないからである。しかしローンの金利はさほど下げられていな
い。それは銀行等のローソの進展も消費者信用市場の非競争的性格（これは多
分に需要側である消費者の責任でもあるが）を顕著に修正していないからであ
る。そこでかかる市場をガラス張りにして，消費者がどの信用を選択するのが
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よいかを容易に理解できるように，各信用の総コスト（買手が負担する総ての
もの）がよくわかるようにすべきである。
（4）信用判定の基準　　信用を供与するかしないかの決定や，その信用条件
の決定において，借手の所得水準や杜会的地位や担保などを基準にすることは
よいが，人種とか性別とか国籍とか結婚の有無等を基準のなかに入れるべきで
たい。だがこれは必ずしも守られていない。
　（5）信用調査について　　個人についての情報が信用に関すること以外に利
用されることのないようた措置が必要である。そして情報が定期的に修正され，
誤りがあれば直ちに取り除かれなければならない。
　（6）借りすぎの防止　　消費老信用形態の多様化によって，消費者が期間や
金額を異にする数多くの信用を利用する可能性が大きくなり，従ってその支払
能力に重圧をかけがちである。
　（口）米国のFTCによる規制とわが国での問題点
　さて，上記したようなOECDの勧告が指摘している消費者信用システムの
欠陥については，割賦販売に関するかぎり，わが国でも既述した昭和47年の法
律改正で相当程度に是正されている。すなわち上記の（3）については，割賦販売
法の第3条において改めて実質年率を含めた販売条件のr開示のルール」を徹
底化したし，｛4］また上記の（1）については，契約の内容をクールに見直して検討
し，契約の一方性を少しでも防止しうるためのクーリソグオフ制度が導入され
たのである。㈲
　しかし上記した他の項目については，とくに法的な措置が行なわれてはいた
い。そしてこれまで特に（2）について法的整備の必要性が間題になってい㍍
　米国では1976年5月14日から，わが国の公正取引委員会に該当する連邦取引
委員会（FTC－Federal　Trading　Committee）がrいかなる消費者信用契約
証書所持者も，借手がそれによるか，またはそれの利益によって取得Lた用役
または商品の販売者に対して主張できる総ての苦清および抗議に対Lて責任を
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もたなけれぱならない」ことを決定した。すなわちディーラーからユーザー振
出しの手形やユーザーとの契約書類を買取った第三者，すなわち銀行等金融機
関は，ディーラーとともにユーザーに対して（たとえば欠陥商品の販売が行な
われるときの）責任を負わなげればならないのである。㈹これは要するに，米
国の伝統であるr正当所持人の原則」（Ho1der・in－due・cource　doctrine一す
なわち手形その他の流通証券の取得者が，それを取得したときに，その証券を
譲渡した相手の権利に環疵があることを知らなかった場合には，ユーザーとそ
の相手との間の紛争に関係なく，ユーザーはその取得者に対し金銭債務を負う
ということ）を大きく修正するものである。そこでこの規則が発表されると，
全米銀行協会や全米自動車販売協会等から反対の意向が示されたが，結果的に
はこの規則が実施されたのである。
　米副こおげるこのような規則制定を背景にして，わが国でもかかる点につい
ての法的措置が必要ではないかという芦が一部に出ている。わが国では銀行等
金融機関が，既述のようにその伸び率は近年大きくはないが，自動率やテレビ
などの耐久消費財のディーラーと提携したローソをやってい乱そこで消費者
保護の立場から，上記したような米国におけると同じ規制が必要であると考え
られるかも知れない。しかしたとえばオート・ローンについてみると，米国に。
おけるように，買手が振出した割賦手形をディーラーから買取る形式で顧資が
行なわれているわけではない。わが国の割賦販売の大部分は，ディーラーにょ
る所有権留保という契約で行なわれているが，オート・ローソにおいても割賦
販売の場合と同様，借手が銀行へ債務を完済するまで，ディーラーは売った自
動車の所有権をみずから留保するという契約がなされており，かかる契約の存
在が，銀行に対する支払保証の見返りにたっているとも考えられる。そこで米
国のFTC規制のようなものが，わが国でそのまま当てはまるとは考えられな
い（米国でも消費者への直接ローンはFTC規貝日の対象になっていない）。だ
が消費者サイドからみると，銀行と提携している業老だから安心であるという
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気持を借手がもつことは白然で，この点についてわが国でも，銀行は犬き底責
任を感じなければならないと考えられる。
　しかし信販会杜等についてはこれが問題とたっている。というのは，信販会
社は加盟店より割賦廣権の買取りを大いにやっているが，信販会杜とユーザー
（信販カード会員）との規約によるとrカード利用により購入した物品または
受けたサービスに関する紛議はすべて会員と加盟店との問で解決していただく
ものとし，その解決の有無は会員の信販に・対する債務の支払拒否の理由になり
ません」ということになっているし，また加盟店が信販会杜とかわす規約にも
r当方が貴杜の会員に販売した商品および提供したサービスに関して，当方の
故意または過失によって貴杜の会員との問に生じた紛議については，当方が一
切の責任を負うものとします」ということになっていて，まさに米国のFTC
規則からみれぱ違反になるからである。もっとも事実は，ユーザーは契約の上
で支払わなくてはいけないことになっていても，欠陥商品等をつかまされた場
合に支払いをするわけはないので，このときには信販会杜が加盟店に連絡し，
加盟店がユーザーと話し合いをするのであり，もしも加盟店側に責任があれば，
加盟店が信販会杜にユーザーの代払いをしているのである。つまり信販会杜に
よる割賦廣権買取りは無条件購入であるといわれているが，事故が起れぼ加盟
店が責任を負うのであるから，一種の買戻し協約（repurchase　a馴eement）
によって遂行されているといえ〃7〕わが国ではこれまでかかる問題でユーザ
ーが損害をこうむることは少ないようであるが，いまや自動車について中古車
の割賦販売が急増し，しかもその磧権がディーラーから第三老（金融機関）に
渡される場合も多くなっているので，中古車割賦販売について米国のFTC規
則のようなものの出現の必要も将来起ることもあると考えられる。
　さらに，現在のところ銀行系クレジットカードは掛売りであって，直接割賦
販売法の適用を受けてはいないが，クレジットカード会杜の会員規約にも信販
会杜の会員規約と同じようなものがあり，この点は，消費者信用全体を規制す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　407
74
る消費者信用保護法といえるようなものの出現が具体化されるときに，改めて
問題となるであろう。
　ω米国の法的規制
　次に上記の（4）や（5）や（6）は，信用を供与する場合の調査や，信用供与後の情報
の収集や利用などに関係しているが，この点についてわが国の場合は未だほと
んど法的規制がなされていない。しかし消費者信用のこんごの発展が信用調査
や情報の収集に関する機構のシステム化によってはじめて達成される段瀞こき
ているという認識は一般に強い。この場合とくに問題になるのは，周知の通り
ユーザーである消費者のプライバシー保護ということである。この点を法的に
いかに規制していくか。米国では1968年に消費者信用に関する包括的な規割を
内容とする消費者信用保護法（Consumer　Credit　Protection　Act）が制定さ
れ，連邦準備割度理事会および多数の他の連邦機関によって，かかる法律にも
とずいた消費考保護が行なわれている。そして1971年にこの法律は，その第6
項にr公正信用報告法」（Fair　Credit　Reporting　Act）を含めるような修正
が行なわれ，（1）信用報告を利用しうる機関の範囲や情報収集機関が報告しては
いけない事項を規定し，また信用情報機関がそのファイルに入れる消費老の情
報が真実を語っているものであることに努め，もしも個人から自已についての
情報がどうなっているかを知る要請があれば，一定の手続きを踏んでこれが許
されるべきことを規定している。
　さらにまた消費老信用保護法は1971年1月に，クレジットカードに関して，
申込みがないのにカードを発行して提供してはいけないこと，カードが第三者
によって不正使用がなされた場合も，会員の責任は50ドルを越えないこと，カ
ード発行老は会員がカードを喪失したり盗られたときに，自分のところに郵送
させる届け書（郵便切手がはってある）を会員にあらかじめ渡しておくこと等
友について規定したのである。
　なお米国では，公正信用支払法（Fair　Credit　Billing　Act）と均等信用機
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会法（Eqヒal　Credit　OpPortunity　Act）があり，前者は信用供給機関がクレ
ジットカードや回転式信用について広告するやり方を，また支払いについての
信用供絵機関と二・一ザーとの聞の争いを解決するための手続きとについて規制
しており，後者は性別や婚姻の有無などによって信用形態の供与に差別するこ
とを禁止している。これはr信用供与機関が独身の男性の方を独身の女性より
も信頼できると考えているし，既婚の婦人は自身の信用力だけでは信用供与を
拒絶されている」という女性一般の不平に応じたものであった。
　また米国では統一消費老信用法（Uniform　Consumer　Credit　Code）が制
定されており，これは現在まで僅かな州で採用されている。この法律は消費者
信用の手数料や金利を中心にして，信用の条件についての規制を再構成したも
ので，消費老信用保護法にもとずく各州の条件開示について統一化を図ろうと
するものである。；割
　さて，繰り返えすが，わが国でも消費者信用形態は多様化し，しかもカード
を媒体にした信用がその中心的存在になろうとしている以上，割賦販売に関す
る法律的規制だけで，他の消費著信用については，行政指導はいろいろ行なわ
れているものの，法的規制が十分でないということは許されない段階にたった。
米国の例を参考にして，消費老信用全体を律する消費者信用保護法のようなも
のの制定に努力し，そのなかに割賦販売法等を包含させ，またそれを基本にし
て各種の信用を規制するための法的整備を考えるべきであ飢
注（1）目本割賦協会「1978年消費老信用統計」（昭和53年12月）
　（2）銀行のキャッシュカード・ローソについての詳細は，拙稿「わが国消費者金融の
　　新現象」（「早稲田商学」第274・275合併号）を参照されたい。
　（3〕0ECDの勧告については拙稿「OECDレポートとFTC規則をめぐって」（「金
　　融財政事情」1976年7月19日号）を参照されたい。
　（4）この「開示のルール」の徹底化としては，業考が相手に示す販売条件のなかに実
　　質年率を追加したこと，また業者が販売条件を示す様式や，広告を行なうときの様
　　式や，販売契約を締結したときに相手に渡す書面の様式について，通産省令で定め
　　ること，業者が訪問販売など営業所以外の場所で販売契約の申込をうげたときに，
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　契約の内容を明らかにした書面を渡さねばならないこと，また開示の義務に違反し
　たときに罰則を科することなどである日
（5）　クーリソグオフは業考が営業店以外の場所で行なう販売について適用され，申込
　老が撤回を行なえるのは，その方法を告げられた日から起算して4日を経過する日
　までで，書面により行ないうるのである。
（6）米国でディーラーからユーザー振出しの割賦手形や両老の間の契約書を買取って
　いる主要な機関は商業銀行と販売金融会杜であり，ことに後老はかかる機能を中心
　的業務としており，自動卓手形を専門に取扱うもの，他の耐久消費財手形を専門に
　取扱うもの，両者を共に取扱うものの三種類がある。
（7）金融機関がディーラーから割賦手形や契約書を買取る場合，買手である消費者に
　よる廣務の支払不履行が起ったとき，その損失をディーラーが負うのカ㍉金融機関
　が負うのかについて，両老の閻で契約が行なわれるが，それにば次の三つカミある。
　すたわちディーラーがすべての危険を負う完全償還請求契約（ful1reCOurSe），金
　融機関がすべての危険を負う非償還請求契約（nOn－reCOurSe），および契約の内容
　によって，ある場合にのみ金融機関が危険を負うが，通常はディーラーが責任を負
　う買戻し協約（rePurchaseagτeement）である直
（8）消費者信用の法制については「ジュリスト」664号（1978年5月15日号）やr欧
　米における特殊販売および消費老信用の法制」（日本割賦路会，昭和49年4月）な
　どを参照。
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